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電気通信事業部会長　殿
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　　　　　　　　　　　　　　　　　               氏　　名　 eq \o\ad(\s\up 15(にっぽんて　れ　こ　む　かぶしきがいしゃ),日本テレコム株式会社)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                eq \o\ad(\s\up 16(だいひょうとりしまりやくしゃちょう        むら  かみ       はる  お),代表取締役社長　村上　春雄)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年８月３１日付け郵通議第３０７２号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

＜はじめに＞

数年にわたる長期増分費用方式に関する議論及びモデル作成の結果、接続料金に長期増分費用方式が導入されたことは、接続料金の低廉化、ひいては料金の低廉化等ユーザへのサービス向上・電気通信産業全体の発展のための大きな前進であると理解しており、関係各位のご尽力に深く感謝致します。

さらに、端末回線線端接続に対しキャリアズレートを導入したことは、ネットワークの柔軟な構築を可能とし、更なるサービスの向上につながるものと考えます。

省令改正にあたり、今回このような形で意見提出の機会を設けていただき、深く感謝致します。つきましては、以下に弊社の考えを述べさせていただきますので、よろしくお取り計らい願います。

＜長期増分費用方式の導入範囲について＞

　今回の省令改正案では、長期増分費用方式が適用となる機能は、ＧＣ階梯以上の電話サービスに限定され、専用サービス（交換伝送機能）や局間専用線（中継伝送機能・専用型、交換伝送機能）は適用対象外となっております。

しかしながら、専用サービスについては、現在の長期増分費用モデル作成後、エンドエンド料金化・アクセスチャージ化が行われたこと、及び、接続料金がユーザー料金を上回る例もあり、中継サービスにかかる接続料金の低廉化が必要と考えております。

局間専用線（中継伝送機能・専用型）はＧＣ接続のために利用しておりますが、現在の料金が非常に高額なことに加え、長期増分費用方式の対象となった中継伝送機能・共用型との料金格差が大きいことから、接続事業者としては切替のための投資を行ってまでもＧＣ接続を断念せざるを得ない状況になっております。

　弊社としては、専用サービス並びに局間専用線についても、モデル作成を行い、早急に長期増分費用方式を導入することが必要と考えます。

＜省令本文について＞

  上記長期増分費用方式導入範囲の問題を除き、省令案のとおりで問題ないと考えております。

第３条（遵守義務）

  省令の修正ではございませんが、省令に基かない場合の特例を認める場合には、オープンな場での議論を行うことが必要で有ると考えます。ついては、許可の審査の際にパブリックコメントを実施していただきたいと考えます。
＜附則＞

第８条

　ＩＳＭ交換機能料の段階的削減を記載しているものと理解しております。ＩＳＭ交換機能の廃止方法（削減率）については、指定事業者の任意に任せるのではなく、省令にて具体的に規定すべきであると考えます。弊社としては、附則第７条２項の要件（長期増分費用対象機能の段階的実施）を満たすべきであると考えます。

＜別表第三＞

固定資産明細表および固定資産帰属明細表に、長期増分費用方式の適用外となった機能（端末回線伝送等）に区分された資産が記載されておりません。しかしながら、長期増分費用モデルでは、適用外となった機能についても投資額等を算定した上で各設備への費用配賦を行っております。したがって、投資額全体・費用配賦の適正性を担保するため、モデルで算出しているすべての資産項目について、明細を作成すべきと考えます。

具体的項目：メタルケーブル、公衆電話端末、接続案内台、ＮＰＳ、ＡＰＣ、ＮＳＰ，ＮＳＳＰ、番号案内ＤＢ 等

＜別表第五＞

　  別表三と同様に、モデルで算出しているすべての設備項目について明細を作成すべきと考えます。

以上
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